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はじめに 
 

わが国において環境会計ガイドラインが発行され、4年が経過した。その間に環境報告書
等の企業の自主的な環境配慮の取組において、環境会計の公表・導入件数は増加し、平成

14年度環境省調査によれば、上場企業のうち 355社、非上場企業を含めると 573社が環境
会計を導入している。さらに、上場企業の 332社、非上場企業を含めると 474社が環境会
計を公表しているとされる。 

このような環境会計の普及の一方で、環境会計ガイドラインに関してはいくつかの課題が

指摘されてきた。環境会計ガイドライン 2002年版は、平成 14年 3月に 2000年版の改訂
として作成されたものであるが、その中でも今後の課題として、環境会計の普及と促進を図

るという観点から、環境会計情報の企業内部での活用手法の確立や環境経営指標の確立、比

較可能性の向上や信頼性の確保を図ることが重要とされ、実務や研究の進展に対応し、ガイ

ドライン改訂の必要性が指摘されている。 

こうした状況を踏まえて、環境省では、環境会計に関する有識者や環境会計に先進的に

取り組んでいる企業の実務者により構成される「環境会計研究会」を設置し、環境会計の課

題や将来のあり方等、今後の環境会計ガイドライン改訂の基礎となる検討を行うこととした。

本報告書は、平成 15 年度「環境会計研究会」において、環境会計に関する課題を整理し、
課題に優先順位をつけた上で、環境会計ガイドラインの次期改訂に向けた留意点を検討した

結果をとりまとめたものである。 
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本 編 
 
０．環境会計ガイドラインの位置づけ 
 
 環境会計は企業の環境保全の取組を把握・評価する手法の一つであり、環境会計とは、事

業活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認識し、可能な限

り定量的（貨幣単位または物量単位）に測定し伝達する仕組みである。このうち、環境保全

効果（物量）は環境パフォーマンス指標を用いて把握され、また環境会計を含む環境情報は

環境報告書を通じて外部に公表される。環境会計は、環境報告書や環境パフォーマンス指標

等の手法と組み合わせることにより外部公表及び内部管理に用いることができる。 
 

図表 1 環境報告書、環境会計、環境パフォーマンス指標の相互関係 

 

 環境報告書の作成

環境会計の外部機能

環境保全コスト＆ 
経済効果 
  （貨幣把握） 

環境保全効果
 （物量把握） 

環境会計の内部機能

コミュニケーション 

消費者・投資機関・地域住民等の利害関係者

盛り込み 盛り込み
【自己評価】 

環境報告書ガイドライン

環境会計

ガイドライン

    環境報告書による 
      外部公表 

企業内部の 
  環境経営管理 

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 

データの収集・分析等 

    環境パフォーマンス指標の選択 
    （環境負荷関連指標、環境マネジメント関連指標）

事業者の環境パフォーマンス指標

ガイドライン 
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 環境省ではこれらの取組を支援するため、各手法について共通の枠組みを示したガイドラ

インを取りまとめている。環境会計ガイドラインは 2000年に公表され、他のガイドライン
と同様に数年毎に見直しが行なわれている。 
 

図表 2 環境配慮の取組に関するガイドライン等の公表経緯 

 環境会計 環境報告書 環境パフォーマンス指標 
2000年 ５月：環境省「環境会計

システムの導入のための

ガイドライン」 
 
6月：環境省「環境会計ガ
イドブック」 

 
 
 
 
6 月：GRI「持続可能性
報告のガイドライン」 

 

2001年  
 
 
5月：環境省「環境会計ガ
イドブックⅡ」 

2 月：環境省「環境報告
書ガイドライン（2000
年度版）」 
 
6 月：経済産業省「ステ
ークホルダー重視によ

る環境レポーティング

ガイドライン 2001」 

2 月：環境省「事業者の
環境パフォーマンス指

標－2000年度版－」 

2002年 3月：環境省「環境会計ガ
イドライン 2002年版」 
 
6月：環境省「環境会計ガ
イドブック 2002年版」 
 
6月：経済産業省「環境管
理会計手法ワークブッ

ク」 
 

 
 
 
 
 
 
 
8 月：GRI「サステナビ
リティ・リポーティン

グ・ガイドライン 2002」 

 

2003年 ４月：環境省「環境保全
コスト分類の手引き 2003
年版」 

 4 月：環境省「事業者の
環境パフォーマンス指

標ガイドライン－2002
年度版－」 

2004年  ３月：環境省「環境報告

書ガイドライン（2003
年度版）」 
 
4 月：環境省「環境報告
書作成基準案」及び「環

境報告書審査基準案」 

 

2005年 「環境会計ガイドライン
2005年版」（予定） 

  

※GRI：Global Reporting Initiative 


